


















具体的な整備内容シート（基礎案）

【平成１８年３月２２日版】

6/20治水－３－２

●整備効果
◇現状河道でＳ２８．１３号台風実績降雨の２倍で計算した場合の流量による想定被害

浸水家屋 24,310 (戸)

浸水面積 2,805 (ha)

被災人口 72,665 (人)

被害額 14,003 (億円)

宇治川で破堤した場合の被害額の最も大きい箇所での
浸水想定区域図

●委員会等からの意見
【淀川部会】
今年発生した新潟・福島水害、福井豪雨水害、台風23号による各地の水害などいずれも破
堤による大水害が多発したが、今後の治水対策を考えるとき、改めてこれまでの治水対策を
抜本的に見直す必要があると痛感した。これらは未曾有の集中豪雨による水害とは言え、
「既設の堤防はこれほどまでに軟弱だったのか！」という思いと、「ダムの効果は極めて限定
的だった」という受け取り方が大方の認識であろう。堤防が住民を守れなかったことから、「河
川管理者はこれまで何をしていたのか！」という河川行政に対する住民の批判は到底避けら
れないであろう。
一般に破堤の原因として越水、洗掘、浸透、パイピング現象などが挙げられるが、破堤直前
の堤防の状況を考えると、これらの現象がそれぞれ個別に起こって破堤に至るのではなく、
洪水の現場ではこれらが平衡しかつ複合しているのが通常であると考えられる。このような
状況になっても、破堤さえしなければ甚大な被害、壊滅的な被害は回避できるにちがいない。
越水しても破堤しない堤防、洗掘されても破堤しない堤防、浸透しても破堤しない堤防、さら
にはこれらの現象が複合的に発生しても破堤しない堤防が求められる。河川管理者は高規
格堤防、いわゆるスーパー堤防の整備を推進するとしているが、これは破堤はしないものの、
都市計画やまちづくりとの兼ね合いで事業実施までの調整に長期間を要し、用地買収、建設
費などのコストも高く、河川景観上も問題があり、沿川全体に整備すると言うわけには行かな
い。
このような観点から「淀川堤防強化検討研究会」の答申を見ると、検討の内容および結果が
従来の堤防の常識の域を越えるものではなく、ここからは堤防本体の脆弱性を改善する抜
本的かつ有効な対策を期待することができないと言わざるを得ない。なぜ土堤原則を越えた
画期的な堤防を検討すらしようとしないのか疑問に思う。委員会は、先に「提言」において「ハ
イブリッド堤防」（混成堤防）の検討を提案し、その後意見書においても地下水への影響や強
度、耐久性、耐震性について検討し、実用化を推進すべきとした。「第二次淀川堤防強化検
討委員会」を立ち上げ、これまでのすべての枠組みを外し、委員会の提案を尊重しつつ、海
外の事例も参考にしながら、一から淀川の特性に適した強靭な堤防の整備のあり方を検討し
直すべきである。
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●整備効果

破堤地点

藻川右岸２．６ｋ

×

戸５５，０００浸水家屋

人１４０，０００被災人口

ｈａ１，３００浸水面積

億円５，１００被害額

戸５５，０００浸水家屋

人１４０，０００被災人口

ｈａ１，３００浸水面積

億円５，１００被害額

堤防補強により、破堤による洪水被害の回避・軽減を図る。

◇現状河道でＳ３５．８月洪水実績降雨で計算した場合の流量による想定被害
猪名川・藻川で破堤した場合の被害額の最も大きい箇所での想定被害

●委員会等からの意見（猪名川部会）
【善法寺】
当区間はとくに優先的に実施すべきものとして推進の必要がある。
留意事項としてパイピング破壊及び洗掘に対する補強から一歩進めて、越水に対する工法についても視野に入
れる必要がある。
なお、環境調査の結果を反映した実施計画が必要であり、住民に対して工事実施前に十分な説明も必要である。
【東園田町・田能】
川表側の勾配を1：3.0程度に緩くするため、通水断面がやや小さくなり、洪水時にその分、水位が上昇するので、河
道区間の横断面積および通水能の連続性について確認しつつ工事を行う必要がある。
【食満】
川表側の勾配を1：3.0程度に緩くするため、通水断面がやや小さくなり、洪水時にその分、水位が上昇するので、河
道区間の横断面積及び通水能の連続性について確認しつつ工事を行う必要がある。
【天津・北河原】
川表側の勾配を緩くするため、通水断面がやや小さくなり、洪水時にその分、水位が上昇するので、河道区間の
横断面積及び通水能の連続性について確認しつつ工事を行う必要がある。
【東桑津・中村】
川表側の勾配を1：4.5程度に緩くするため、通水断面がかなり小さくなり、洪水時にその分、水位が上昇するので、
河道区間の横断面積及び通水能の連続性について確認しつつ工事を行う必要がある。工事区間が500mと長く、
蛇行する流心が堤防を直撃する箇所を含むため、より慎重な工事が必要である。
【東久代】
川表側の勾配を1：4.5程度に緩くするため、通水断面がかなり小さくなり、洪水時にその分、水位が上昇するので、
河道区間の横断面積及び通水能の連続性について確認しつつ工事を行う必要がある。

以上各工事期間はH25年までと長期にわたるが、動水勾配の比較的小さい場合や浸透路長が長い場合など、浸
透破壊に抵抗性のある区間や、その逆に浸透破壊の危険性が高い区間があり、これらの限られた区間内でも工
事の緊急度には差異がある。これらを考慮して安全度のより低い箇所の工事完了を急ぐ必要があろう。






